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はじめに  

現在、電気保安の分野においては、各種電気設備の経年劣化や電気保安人材の高齢化・人

材不足、再生可能エネルギー事業者等の参入に伴う電気設備やプレイヤーの多様化などの

産業構造変化の課題に加え、近年の大型台風や豪雨等の自然災害の激甚化や新型コロナウ

ィルス感染症対策を行いながらの電力の安定供給の実現などの外部環境変化の課題も多く

出現している。電力供給は社会活動の基盤となる重要インフラであり、電気保安においては

これらの環境変化に的確に対応すべく、安全性と効率性の維持・向上など電気保安の高度化

を図っていくことが必要である。 

このような状況にあって、近年では、IoT、AI やドローンに代表されるような新しい技

術（以降、スマート保安技術）が登場し実用化されており、電気保安の分野においても安全

性を前提とした電力の安定供給を将来にわたり実現するべく、これらの技術の活用による

電気保安水準の維持向上及び生産性向上等を両立させる所謂スマート保安（＝電気保安の

スマート化）の推進が強く求められている。 
 
経済産業省産業保安グループでは、スマート保安官民協議会電力安全部会を設置し、スマ

ート保安官民協議会で策定された「スマート保安推進のための基本方針」の下、官民連携で

のこれら電気保安のスマート化の取り組みについて検討を行った。具体的には、電気保安分

野におけるスマート保安について、2025 年をターゲットイヤーとして、電気保安分野にお
ける現状の課題や導入が期待される技術を踏まえ、電気保安の将来像や電気保安分野のス

マート保安を実現するためのポイントを整理し、官民のアクションを検討・整理した。ここ

に掲げられるスマート保安を推進するための規制のあり方の見直し、ガイドライン・成功事

例の共有や表彰制度、技術実証の推進（安全性・信頼性、コストパフォーマンス）、人材育

成・サイバーセキュリティといった取り組みは、国と事業者双方の協同による実施が不可欠

となる。 
 
本アクションプランは、これら検討の結果を踏まえて、今後、官民が電気保安のスマート

化を推進するための道標として取りまとめたものである。 
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1. 背景 

1.1 電気保安をとりまく課題とスマート化 

現在、電気保安の分野においては、各種電気設備の経年劣化や電気保安人材の高齢化・人

材不足、再生可能エネルギー事業者等の参入に伴う電気設備やプレイヤーの多様化などの

産業構造変化の課題に加え、近年の大型台風や豪雨等の自然災害の激甚化や新型コロナウ

ィルス感染症対策を行いながらの電力の安定供給の実現などの外部環境変化の課題も多く

出現している。電力供給は社会活動の基盤となる重要インフラであり、電気保安においては

これらの環境変化に的確に対応すべく、安全性と効率性の維持・向上など電気保安の高度

化を図っていくことが必要である。 

このような状況にあって、近年では、IoT、AIやドローンに代表されるような新しい技術

（以降、スマート保安技術）が登場し実用化されており、電気保安の分野においても安全性

を前提とした電力の安定供給を将来にわたり実現するべく、これらの技術の活用による電

気保安水準の維持向上及び生産性向上等を両立させる所謂スマート保安（＝電気保安のス

マート化）の推進が強く求められている。 

 

 
 

 

1.2 スマート保安官民協議会とアクションプランの位置付け 

経済産業省産業保安グループでは、スマート保安官民協議会電力安全部会を設置し、スマ

ート保安官民協議会で策定された「スマート保安推進のための基本方針1」の下、官民連携

でのこれら電気保安のスマート化の取り組みについて検討を行った。具体的には、電気保安

分野におけるスマート保安について、2025 年をターゲットイヤーとして、電気保安分野に
おける現状の課題や導入が期待される技術を踏まえ、スマート保安の将来像やスマート保

安を実現するためのポイントを整理し、官民のアクションを検討・整理した。 
 

                                                        
1 スマート保安官民協議会, スマート保安推進のための基本方針, 
https://www.meti.go.jp/shingikai/safety_security/smart_hoan/pdf/kihon_hoshin.pdf. 
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民 
（業界団体トップ） 

石油、化学、電力、ガス、鉄

官 
(経済産業大臣、関係局長) 

 IoT/AI 等の新技術

の実証・導入 

 スマート保安技術を

支える人材の育成 

技術革新に対応した保安

規制・制度の見直し 
 テーマ例 

  ・ドローンを検査規格に位置づけ 

  ・遠隔監視による高度化・効率化 

  ・AI の信頼性評価のガイドライン 

 スマート保安促進のための

仕組み作り・支援（事例の普

及、表彰制度、技術開発支援等） 

スマート保安官民協議会 

基本方針 
①基本的な考え方 

②具体的な取組 

   分野別部会   ＿ 

アクションプラン 
産業保安に関する分野別

の取組の具体化・促進 


